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１．調査の概要 

 

（１）調査目的 

ひとり親家庭等をめぐるさまざまな状況やニーズを把握し、自立を促進するための支援のあり

方や今後の施策の方向性を第五次大阪府ひとり親家庭等自立促進計画に位置づけるため。 

 

（２）調査対象 

大阪府内（政令市・中核市を除く）に居住するひとり親家庭等 

 

（３）調査期間 

令和５年８月１日～８月 31 日 【調査基準日：令和５年８月１日】 

 

（４）調査票配布数 

9,700 部 

 

（５）調査方法〔配布・回収方法〕 

母子及び父子家庭 市町村児童扶養手当担当課を通じて配布（8,700 部） 

寡婦 （社福）大阪府母子寡婦福祉連合会を通じて会員に配布（1,000 部） 

調査票の回収は、市町村窓口等への提出や返信用封筒による郵送、オンライ

ンにより実施 

 

（６）有効回答数 

全回収数は 2,649 部で、有効回答数は 2,605 部、回収率は 26.9％であった。内訳は、母子

家庭の母は 2,112 部、父子家庭の父は 101 部、寡婦は 392 部となっている。（図表１） 

なお、市町村別配布・回収状況については、（図表２）のとおりである。 

 

（図表 1） 

 母子家庭の母 父子家庭の父 寡婦 合計 

回答者（回収）数 

（百分率） 

2,112 

(８1.1%) 

101 

(3.9％) 

392 

(15.0％) 

2,605 

(100%) 
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（図表 2）市町村別配布・回収状況（有効回答数のみ） 

 

 

 

 

※調査票配布数は、原則として各市町村における児童扶養手当受給者数に応じて比例按分 

※按分の基礎とした令和５年３月末時点の児童扶養手当受給者数：母子 20,668 人、父子 920 人 

 

市町村名 配布数 回収率

岸和田市 62 2.9% 3 3.0% 22 5.6% 87 3.3% 866 7.2%

池田市 64 3.0% 3 3.0% 15 3.8% 82 3.1% 263 24.3%

泉大津市 150 7.1% 7 6.9% 12 3.1% 169 6.5% 285 52.6%

貝塚市 39 1.8% 2 2.0% 20 5.1% 61 2.3% 362 10.8%

守口市 42 2.0% 2 2.0% 1 0.3% 45 1.7% 480 8.8%

茨木市 55 2.6% 3 3.0% 38 9.7% 96 3.7% 703 7.8%

泉佐野市 68 3.2% 4 4.0% 1 0.3% 73 2.8% 345 19.7%

富田林市 42 2.0% 0 0.0% 3 0.8% 45 1.7% 422 10.0%

河内長野市 71 3.4% 0 0.0% 17 4.3% 88 3.4% 338 21.0%

松原市 85 4.0% 5 5.0% 17 4.3% 107 4.1% 503 16.9%

大東市 125 5.9% 3 3.0% 10 2.6% 138 5.3% 478 26.2%

和泉市 166 7.9% 9 8.9% 4 1.0% 179 6.9% 650 25.5%

箕面市 112 5.3% 3 3.0% 13 3.3% 128 4.9% 342 32.7%

柏原市 136 6.4% 6 5.9% 15 3.8% 157 6.0% 231 58.9%

羽曳野市 51 2.4% 0 0.0% 25 6.4% 76 2.9% 441 11.6%

門真市 38 1.8% 0 0.0% 6 1.5% 44 1.7% 539 7.1%

摂津市 267 12.6% 15 14.9% 32 8.2% 314 12.1% 334 79.9%

高石市 35 1.7% 2 2.0% 12 3.1% 49 1.9% 196 17.9%

藤井寺市 35 1.7% 1 1.0% 17 4.3% 53 2.0% 278 12.6%

泉南市 154 7.3% 11 10.9% 26 6.6% 191 7.3% 252 61.1%

四條畷市 71 3.4% 5 5.0% 6 1.5% 82 3.1% 188 37.8%

交野市 34 1.6% 1 1.0% 5 1.3% 40 1.5% 214 15.9%

大阪狭山市 61 2.9% 3 3.0% 12 3.1% 76 2.9% 191 31.9%

阪南市 22 1.0% 1 1.0% 13 3.3% 36 1.4% 184 12.0%

島本町 36 1.7% 3 3.0% 7 1.8% 46 1.8% 78 46.2%

豊能町 7 0.3% 1 1.0% 2 0.5% 10 0.4% 27 25.9%

能勢町 3 0.1% 0 0.0% 1 0.3% 4 0.2% 28 10.7%

忠岡町 18 0.9% 2 2.0% 21 5.4% 41 1.6% 111 16.2%

熊取町 34 1.6% 3 3.0% 5 1.3% 42 1.6% 153 22.2%

田尻町 0 0.0% 1 1.0% 2 0.5% 3 0.1% 29 0.0%

岬町 18 0.9% 1 1.0% 1 0.3% 20 0.8% 55 32.7%

太子町 10 0.5% 1 1.0% 8 2.0% 19 0.7% 68 14.7%

河南町 1 0.0% 0 0.0% 3 0.8% 4 0.2% 54 1.9%

千早赤阪村 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 12 0.0%

合計 2,112 101 392 2,605 9,700 26.9%

父子家庭母子家庭 合計寡婦
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２．調査の結果 

（１）本人及び家族の状況 

 

① 年齢【問１】 

母子家庭では、「40～44 歳」が 23.0％で最も多く、次いで「45～49 歳」が 22.6％、「35

～39 歳」が 19.1％と続き、母子家庭全体の 64.7%を占めている。 

父子家庭の父では、「45～49歳」が全体の30.7％で最も多く、次いで「40～44歳」が20.8％、

「35～39 歳」が 14.9％と続き、父子家庭全体の 66.4％を占めている。 

寡婦は、「65 歳以上」が全体の 45.5％を占めており、回答者の年齢は総じて高くなっている。 

 

（図表 3） 

 
回答数 母子：2,110 件、父子：101 件、寡婦：391 件 

 

② ひとり親家庭になってからの年数【問２】 

母子家庭では、５年未満が 43.5％（うち１年未満は 7.2％）を占め、「５～10 年未満」が全体

の 30.1％、10 年未満で見ると、全体の 73.6％を占めている。 

父子家庭では、５年未満が 48.0％（うち１年未満は 7.0％）を占め、「5～10 年未満」が全体

の 27.0％、10 年未満で見ると、全体の 75.0％を占めている。 

寡婦では、ひとり親になって「20 年以上」が全体の 47.6％を占めている。 

 

（図表 4） 

 
回答数 母子：2,092 件、父子：100 件、寡婦：313 件  
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③ ひとり親家庭になった理由【問３】（複数回答あり） 

母子家庭では、「離婚」を理由とするものが全体の 87.4％で最も多く、「死別」は 1.3％と少な

くなっている。父子家庭でも、「離婚」を理由とするものが全体の 83.6％で最も多く、「死別」は

11.5％なっている。寡婦の場合は、「離婚」が全体の 60.0％で最も多く、「死別」は 38.9％とな

っている。 

また、母子家庭の離婚の原因をみると、「性格の不一致」39.5％、次いで「経済的理由」19.1％、

「暴力」によるものが 14.2％、「異性問題」13.8％となっている。 

父子家庭の離婚の原因では、「性格の不一致」が 42.5％と大半を占めている。次いで「異性問

題」が、29.9％となっている。 

※下線の比率は原因を離婚によるものを母数として算出（図表 8「離婚の原因」参照） 

 

（図表 5）母子                （図表 6）父子 

        
  （図表 7）寡婦 

  

 

（図表 8）離婚の原因 

 

 

列1

離婚(性格の不一致) 751 39.5% 37 42.5% 75 30.9%

離婚(暴力) 270 14.2% 5 5.7% 19 7.8%

離婚(異性問題) 262 13.8% 26 29.9% 37 15.2%

離婚(経済的理由) 363 19.1% 4 4.6% 88 36.2%

離婚(その他) 254 13.4% 15 17.2% 24 9.9%

合計回答数 1,900 87 243

寡婦母子家庭 父子家庭

回答者 2,174 件 
回答者 104 件 

回答者 406 件 
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（図表 9）ひとり親になった理由（前回調査との比較） 

 

 

④ 家族構成等【問４】（複数回答あり） 

母子家庭では、96.0％が「20 歳未満の子ども」と同居しており、父母・祖父母との同居率は

22.0％となっている。 

父子家庭では、92.9％が「20 歳未満の子ども」と同居しており、父母・祖父母との同居率は

28.3％となっている。 

 

（図表 10） 

 
回答数 母子：2,109 件、父子：99 件、寡婦：333 件 

  

母子 父子 寡婦 母子 父子 寡婦

死別 0.9% 10.1% 47.5% 1.3% 11.5% 38.9%

離婚(性格の不一致) 35.4% 50.0% 13.9% 34.5% 35.6% 18.5%

離婚(暴力) 10.9% 3.2% 5.1% 12.4% 4.8% 4.8%

離婚(異性問題) 13.0% 18.4% 11.1% 12.1% 25.0% 9.1%

離婚(経済的理由) 22.9% 5.7% 15.4% 16.7% 3.8% 21.7%

離婚(その他) 9.2% 10.8% 4.6% 11.7% 14.4% 5.9%

未婚 6.9% 0.0% 1.4% 10.0% 0.0% 0.7%

行方不明 0.2% 0.6% 0.4% 0.3% 1.9% 0.2%

その他 0.6% 1.3% 0.6% 1.0% 3.0% 0.2%

今回調査（R5）前回調査（R1）
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⑤ 子どもの年齢【問 4-2】（複数回答あり） 

母子家庭、父子家庭ともに、「13 歳から 15 歳」（母子家庭 20.1％、父子家庭 25.8％）、「16

歳から 18 歳」（母子家庭 20.1％、父子家庭 23.8％）が多く、全体に占める割合は母子家庭では

40.2％、父子家庭では 49.6％となっている。 

 

（図表 11） 

 

回答数 母子：2,109 件、父子：99 件 

 

⑥ 子どもの就学･就労状況【問 4-2】（複数回答あり） 

母子家庭の 27.1％、父子家庭の 26.2％が、「小学生」の子どもと一緒に住んでいる。 

 

（図表 12） 

 

回答数 母子：3,466 件、父子：168 件、寡婦：273 件    
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⑦ 子どもの扶養状況【問 4-2】（複数回答あり） 

母子家庭、父子家庭ともに、第１子および第２子の子どもを扶養している方が半数以上いる。 

 

（図表 13） 

 

回答数(第一子) 母子：1,887 件、父子：82 件、寡婦：156 件 

⑧ 子どもに希望する（していた）進路等【問 4-2】（複数回答あり） 

母子家庭では、「子どもの意思に任せる」（42.8％）、「大学卒業を希望」（33.7％）の回答が多

い。 

父子家庭では、「子どもの意思に任せる」（41.2％）、「大学卒業を希望」（28.1％）の回答が多

い。 

 

（図表 14） 

   
回答数 母子：3,227 件、父子：153 件、寡婦：235 件  

扶養状況 母子 父子 寡婦 合計

扶養している 1,766 79 53 1,898

扶養していない 121 3 103 227

扶養している 960 40 35 1,035

扶養していない 32 0 40 72

扶養している 318 16 12 346

扶養していない 5 1 11 17

扶養している 51 6 2 59

扶養していない 1 0 3 4

扶養している 7 1 0 8

扶養していない 1 0 0 1

第４子

第５子

第１子

第２子

第３子
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⑨ 児童扶養手当の受給の有無【問５】 

母子家庭の 93.3％が児童扶養手当を受給しており、受給期間は「５年未満」が全体の 44.5％

で最も多く、次いで「５～10 年未満」が 29.9％、10 年未満でみると、全体の 74.4％となって

いる。 

父子家庭の 87.6％が児童扶養手当を受給しており、受給期間は「５年未満」が全体の 43.3％

で最も多く、次いで「５～10 年未満」が 22.7％、10 年未満でみると、全体の 66.0％となって

いる。 

 

（図表 15）母子     （図表 16）父子 

         

       回答数 2,086 件                                     回答数 97 件 

 

⑩ 児童扶養手当を受給していない理由【問 5-2】（複数回答あり） 

本人所得が高いため受給していないという理由が、母子家庭（70.5％）、父子家庭（76.9％）

と、ともに一番回答が多かった。 

同居親族等の所得要件により児童扶養手当を受給されていない方の内訳をみると、母子家庭で

は 17.6％、父子家庭では 7.7％となっている。 

 

（図表 17）母子    （図表 18）父子 

   
                            回答数 160 件                   回答数 13 件 

 

  



11 

⑪ 現在の扶養状況【問 5-3】 

母子家庭の母が、他の同居家族に扶養されているのは 2.9％となっている。 

父子家庭の父が、他の同居家族に扶養されているのは 4.2％となっている。 

 

（図表 19） 

 

回答数 母子：1,170 件、父子：72 件 

⑫ 本人の最終学歴【問６】 

母子家庭の母の最終学歴は、「高校」が最も多く 37.4％となっている。 

父子家庭の父の最終学歴も、「高校」が最も多く 48.3％となっている。 

 

（図表 20） 

 

回答数 母子：1,999 件、父子：89 件 

  

2.9%

3.8%

93.3%

4.2%

6.9%

88.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

扶養されている

扶養している

扶養関係はない

母子 父子
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（２）就業の状況 

 

① ひとり親家庭になる前の仕事、なった後の仕事、現在の仕事【問７】（複数回答あり） 

母子家庭になる前の仕事は、「パート･アルバイト・臨時職員等」が全体の 45.8％で最も多く、

次いで「正規の職員・従業員」が 24.2％、「働いていない」が 20.1％となっている。 

母子家庭になった後の仕事は、「パート・アルバイト・臨時職員等」が全体の 53.5％、「正規の

職員・従業員」が 30.5％と増加している。一方、「働いていない」は 4.3％で、母子家庭になる

前と比べて大幅に減少している。 

母子家庭の現在の仕事は、「パート・アルバイト・臨時職員等」（41.6％）、「正規の職員・従業

員」（39.7％）、「働いていない」（6.8％）となっている。 

母子家庭の仕事の変化をみると、母子家庭になった後に「働いていない」が減少し「パート・ア

ルバイト・臨時職員等」が増加しているが、現在の状況では、「正規の職員・従業員」と「パート・

アルバイト・臨時職員等」が同程度の割合となっている。 

父子家庭になる前の仕事は、「正規の職員・従業員」が全体の 55.9％で最も多く、次いで「自

営業・自由業・農業等」が 25.8％、「パート・アルバイト・臨時職員等」が 6.5％となっている。

また、「働いていない」は 4.3％となっている。 

父子家庭になった後の仕事は、「正規の職員・従業員」、「自営業・自由業・農業等」が一定減少

し、「パート･アルバイト・臨時職員等」、「働いていない」が増加している。 

父子家庭の現在の仕事は、「正規の職員・従業員」が 45.6％で最も多く、母子家庭より高い値

となっている。 

父子家庭の仕事の変化をみると、父子家庭になった後や現在に「正規の職員・従業員」でなくな

っている状況である。 

寡婦は、ひとり親家庭となった後から、働く方が増えるが、現在の仕事で見ると、「働いていな

い」という回答が多くなっている。 

 

 

（図表 21） 現在の就業形態の変遷（前回調査との比較） 

 

 

 

 

 

  

母子 父子 寡婦 母子 父子 寡婦

正職員 38.0% 49.6% 20.9% 39.7% 45.6% 25.4%

派遣職員 6.1% 6.2% 5.0% 5.3% 3.3% 3.2%

パート・アルバイト 42.2% 13.2% 29.4% 41.6% 11.1% 34.5%

自営業など 3.6% 20.9% 4.8% 3.9% 23.3% 4.1%

家族従事者 0.3% 1.6% 0.7% 0.3% 0.0% 0.9%

内職・在宅ワーク 0.5% 0.0% 1.7% 0.4% 0.0% 0.6%

その他 1.8% 2.3% 2.6% 2.0% 4.4% 3.5%

働いていない 7.4% 6.2% 34.9% 6.8% 12.2% 27.8%

前回調査（R1） 今回調査（R5）
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（図表 22）仕事の変化（母子） 

   

回答数 なる前：2,084 件、なった後：2,079 件、現在：:2,047 件 

 

（図表 23）仕事の変化（父子） 

  

回答数 なる前：93 件、なった後：91 件、現在：90 件 

 

（図表 24）仕事の変化（寡婦） 

  

回答数 なる前：337 件、なった後：344 件、現在：342 件 
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② ひとり親家庭になる前の職種、なった後の職種、現在の職種【問７】（複数回答あり） 

母子家庭では、経年とともに、「専門的な仕事」と「事務的な仕事」が増加し、現在では、それ

ぞれ 28.8％、26.8％となっているが、「サービス業」が減少傾向にある。 

父子家庭では、職種の変化は顕著に現れていない。 

寡婦では、経年とともに「事務的な仕事」が増加し、「営業・販売」が減少している。 

 

（図表 25）職種の変化（母子） 

 
   回答数 なる前：1,634 件、なった後：1,897 件、現在：1,823 件 

 

（図表 26）職種の変化（父子） 

 
回答数 なる前：83 件、なった後：77 件、現在：71 件 

 

（図表 27）職種の変化（寡婦） 

 
回答数 なる前：180 件、なった後：290 件、現在：234 件  
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③ 現在の仕事の勤続年数【問 7-2】 

母子家庭では、「5～10 年未満」（25.3％）が最も多く、半数以上が 5 年未満となっている。 

父子家庭及び寡婦では、「10 年以上」（父子家庭 50.0％、寡婦 55.6％）が多く、母子家庭に

比べて雇用が継続し、安定している状況が伺える。 

 

（図表 28） 

 
回答数 母子：1,935 件、父子：86 件、寡婦：261 件 

 

④ ひとり親になった際の転職の有無及び転職時に重視した項目【問 7-3、問 7-4】 

ひとり親となったことにより「転職した」方が、母子家庭では 47.7％、父子家庭では 22.5％、

寡婦では 52.5％となっている。 

 

（図表 29）ひとり親になった際の転職の有無 

 
回答数 母子：1,875 件、父子：89 件、寡婦：263 件 
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転職時に重視した項目については、母子家庭では、「時間に融通が利く」が 96.9％（うち大変

重要が 70.4％）、次いで、「時給・給与が高い」が 94.0％（うち大変重要が 58.1％）、「自宅から

近い」が 93.8％（うち大変重要が 60.6％）となっている。 

父子家庭では、「自宅から近い」が 100.0％（うち大変重要が 52.6％）、次いで、「時間に融通

が利く」が 94.8％（うち大変重要が 89.5％）、「時給・給与が高い」が 90.5％（うち大変重要が

42.9％）となっている。 

寡婦では、「時給・給与が高い」が 96.9％（うち大変重要が 52.7％）、「自宅から近い」が 94.8％

（うち大変重要が 60.7％）、「時間に融通が利く」が 91.7％（うち大変重要が 54.2％）となっ

ている。 

 

（図表 30）ひとり親になった際の転職時に重視した項目（母子） 

   
（図表 31）ひとり親になった際の転職時に重視した項目（父子） 

   
（図表 32）ひとり親になった際の転職時に重視した項目（寡婦） 

   
 

  

時給・給与が高い 534 58.1% 330 35.9% 50 5.4% 5 0.5%

正規の職員になれる 381 43.0% 290 32.7% 192 21.7% 23 2.6%

保育に関する支援が充実 201 23.6% 297 34.8% 291 34.1% 64 7.5%

資格・技能を活かせる 218 25.1% 307 35.4% 267 30.8% 76 8.8%

時間に融通が利く 646 70.4% 243 26.5% 23 2.5% 6 0.7%

自宅から近い 550 60.6% 301 33.2% 54 6.0% 2 0.2%

人間関係が良い 438 48.8% 351 39.1% 88 9.8% 20 2.2%

重要ではない 全く重要ではない大変重要 重要

時給・給与が高い 9 42.9% 10 47.6% 2 9.5% 0 0.0%

正規の職員になれる 6 31.6% 8 42.1% 3 15.8% 2 10.5%

保育に関する支援が充実 5 27.8% 6 33.3% 3 16.7% 4 22.2%

資格・技能を活かせる 6 33.3% 4 22.2% 5 27.8% 3 16.7%

時間に融通が利く 17 89.5% 1 5.3% 1 5.3% 0 0.0%

自宅から近い 10 52.6% 9 47.4% 0 0.0% 0 0.0%

人間関係が良い 8 42.1% 4 21.1% 3 15.8% 4 21.1%

全く重要ではない重要 重要ではない大変重要

時給・給与が高い 68 52.7% 57 44.2% 3 2.3% 1 0.8%

正規の職員になれる 71 55.0% 40 31.0% 16 12.4% 2 1.6%

保育に関する支援が充実 19 19.2% 36 36.4% 32 32.3% 12 12.1%

資格・技能を活かせる 30 27.0% 44 39.6% 30 27.0% 7 6.3%

時間に融通が利く 65 54.2% 45 37.5% 8 6.7% 2 1.7%

自宅から近い 82 60.7% 46 34.1% 6 4.4% 1 0.7%

人間関係が良い 52 42.6% 55 45.1% 12 9.8% 3 2.5%

重要ではない 全く重要ではない大変重要 重要
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⑤ 離職経験の有無とその理由【問 7-5、問 7-6】（問 7-6 は複数回答あり） 

ひとり親になってから現在（令和５年８月）までの間に離職した経験のある方は、母子家庭では

47.5％、父子家庭では 25.3％、寡婦では 62.4％となっている。 

離職の理由としては、母子家庭では、「好条件の会社への転職」が 42.1％で最も多くなってい

る。父子家庭では、「好条件の会社への転職」が 39.3％で最も多く、次いで、「子どもの面倒を見

る」28.6％となっている。寡婦では、「好条件の会社への転職」が 34.4％で最も多くなっている。 

 

（図表 33）離職経験の有無 

   
回答数 母子：1,905 件、父子：83 件、寡婦：255 件 

（図表 34）離職経験のある方の離職理由（複数回答あり） 

 
回答数 母子：942 件、父子：28 件、寡婦：192 件  
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⑥ 働いていない方が働きたい希望の有無、希望する就業形態及び重視する項目【問８、問 8-2、

問 8-3】（問 8-2 は複数回答あり） 

現在働いていない方で働くことを希望する方は、母子家庭では 78.2％となっており、その就業

形態は、「正規の職員・従業員」が 38.5％、次いで「パート・アルバイト・臨時職員等」が 28.8％

と続いている。 

父子家庭では、61.5％が働くことを希望している。 

 

（図表 35）現在働いていない方の働きたい希望 

  
回答数 母子：156 件、父子：13 件、寡婦：98 件 

 

 

（図表 36）現在働いていない方の働く際に希望する就業形態（複数回答あり） 

  

回答数 母子：104 件、寡婦 16 件  
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現在働いていない方が働く際に重視する項目については、母子家庭では、「時給・給与が高い」

が 97.4％（うち大変重要が 55.2％）、次いで、「時間に融通が利く」が 95.9％（うち大変重要

が 71.7％）、「人間関係が良い」が 95.8％（うち大変重要が 71.2％）、となっている。このうち、

正社員を希望する方では「自宅から近い」が 32.9％（うち大変重要が 17.4％）、パート・アルバ

イト等を希望する方では「時間に融通が利く」が 34.8％（うち大変重要が 23.4％）が最も多く

なっている。 

父子家庭では、「自宅から近い」が 100.0％（うち大変需要が 57.1％）、「時給・給与が高い」

が100.0％（うち大変重要が42.9％）、「時間に融通が利く」が100.0％（うち大変重要が42.9％）

となっている。 

 

（図表 37）現在働いていない方の働く際に重視する項目（母子） 

  
（図表 38）現在働いていない方の働く際に重視する項目（父子） 

  
（図表 39）現在働いていない方の働く際に重視する項目（寡婦） 

  
 

（図表 40）現在働いていない方で正社員、パート・アルバイト等を希望する方の大変重要・重要

とする項目（母子） 

 

  

時給・給与が高い 64 55.2% 49 42.2% 2 1.7% 1 0.9%

正規の職員になれる 38 33.3% 38 33.3% 34 29.8% 4 3.5%

保育に関する支援が充実 37 34.6% 30 28.0% 24 22.4% 16 15.0%

資格・技能を活かせる 22 19.8% 47 42.3% 33 29.7% 9 8.1%

時間に融通が利く 86 71.7% 29 24.2% 5 4.2% 0 0.0%

自宅から近い 77 64.2% 37 30.8% 5 4.2% 1 0.8%

人間関係が良い 84 71.2% 29 24.6% 3 2.5% 2 1.7%

重要ではない 全く重要ではない大変重要 重要

時給・給与が高い 3 42.9% 4 57.1% 0 0.0% 0 0.0%

正規の職員になれる 4 66.7% 1 16.7% 1 16.7% 0 0.0%

保育に関する支援が充実 3 42.9% 0 0.0% 2 28.6% 2 28.6%

資格・技能を活かせる 2 28.6% 3 42.9% 2 28.6% 0 0.0%

時間に融通が利く 3 42.9% 4 57.1% 0 0.0% 0 0.0%

自宅から近い 4 57.1% 3 42.9% 0 0.0% 0 0.0%

人間関係が良い 2 28.6% 4 57.1% 1 14.3% 0 0.0%

重要ではない 全く重要ではない重要大変重要

時給・給与が高い 5 35.7% 7 50.0% 1 7.1% 1 7.1%

正規の職員になれる 3 25.0% 2 16.7% 4 33.3% 3 25.0%

保育に関する支援が充実 1 10.0% 2 20.0% 2 20.0% 5 50.0%

資格・技能を活かせる 3 25.0% 3 25.0% 4 33.3% 2 16.7%

時間に融通が利く 10 58.8% 5 29.4% 2 11.8% 0 0.0%

自宅から近い 16 72.7% 5 22.7% 1 4.5% 0 0.0%

人間関係が良い 9 64.3% 4 28.6% 1 7.1% 0 0.0%

重要ではない 全く重要ではない重要大変重要

時給・給与が高い 21 15.9% 16 15.5% 15 16.0% 13 18.6%

正規の職員になれる 19 14.4% 15 14.6% 6 6.4% 11 15.7%

保育に関する支援が充実 10 7.6% 12 11.7% 8 8.5% 9 12.9%

資格・技能を活かせる 11 8.3% 16 15.5% 1 1.1% 15 21.4%

時間に融通が利く 23 17.4% 15 14.6% 22 23.4% 8 11.4%

自宅から近い 23 17.4% 16 15.5% 20 21.3% 9 12.9%

人間関係が良い 25 18.9% 13 12.6% 22 23.4% 5 7.1%

正職員 ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ等

大変重要 重要 大変重要 重要
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⑦ 現在働いていない理由【問 8-4】（複数回答あり） 

現在、働いておらず、今後も働くことを考えていない方の理由は、母子家庭、父子家庭ともに、

「病気・病弱など」が最も多く（65.9％、60.0％）と、次いで、「子どもの面倒を見たい」（20.5％、

40.0％）となっている。 

 

（図表 41） 

   

回答数 母子：44 件、父子：5 件、寡婦：110 件  
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⑧ 現在働いている方の転職希望の有無、希望する就業形態及び重視する項目【問９、問 9-2、 

問 9-3】（問 9-2 複数回答あり） 

現在働いている方のうち転職を希望する方は、母子家庭では 25.5％で、その就業形態は、「正

規の職員・従業員」が全体の 70.3％を占めている。転職の際に重視する項目については、「時給・

給与が高い」が 99.4％（うち大変重要が 75.7％）、次いで、「時間に融通が利く」が 97.0％（う

ち大変重要が 71.0％）、「自宅から近い」が 95.0％（うち大変重要が 55.9％）となっている。

このうち、正社員、パート・アルバイト等を希望する方では「時給・給与が高い」が最も多くなっ

ている（正社員が 41.8％（うち大変重要が 20.9％）、パート・アルバイト等が 36.3％（うち大

変重要が 17.7％））。 

父子家庭では 19.2％が転職を希望しており、その就業形態は、「正規の職員・従業員」が全体

の 80.0％を占めている。転職の際に重視する項目については、「時給・給与が高い」が 100.0％

（うち大変重要が 73.3％）、「時間に融通が利く」が 100.0％（うち大変重要が 73.3％）、「保育

に関する支援が充実」が 93.3％（うち大変重要が 73.3％）となっている。このうち、正社員を

希望するでは「自宅から近い」が 33.8％（うち大変重要が 11.1％）が最も多くなっている。 

 

（図表 42）転職希望の有無 

 
 回答数 母子：1,859 件、父子：78 件、寡婦：225 件 

 

（図表 43）転職を希望する方の希望する就業形態（複数回答あり） 

 
   回答数 母子：437 件、父子：15 件、寡婦：42 件  
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（図表 44）転職を希望する方の転職の際に重視する項目（母子） 

 
 

（図表 45）転職を希望する方の転職の際に重視する項目（父子） 

   
 

（図表 46）転職を希望する方の転職の際に重視する項目（寡婦） 

   
 

（図表 47）正社員、パート・アルバイト等へ転職を希望する方の大変重要・重要とする項目 

（母子） 

 

 

（図表 48）正社員へ転職を希望する方の大変重要・重要とする項目（父子） 

  

時給・給与が高い 358 75.7% 112 23.7% 1 0.2% 2 0.4%

正規の職員になれる 268 58.0% 131 28.4% 54 11.7% 9 1.9%

保育に関する支援が充実 112 26.1% 129 30.1% 126 29.4% 62 14.5%

資格・技能を活かせる 105 23.9% 164 37.3% 137 31.1% 34 7.7%

時間に融通が利く 330 71.0% 121 26.0% 12 2.6% 2 0.4%

自宅から近い 259 55.9% 181 39.1% 21 4.5% 2 0.4%

人間関係が良い 295 64.0% 142 30.8% 22 4.8% 2 0.4%

重要ではない大変重要 全く重要ではない重要

時給・給与が高い 11 73.3% 4 26.7% 0 0.0% 0 0.0%

正規の職員になれる 9 60.0% 3 20.0% 3 20.0% 0 0.0%

保育に関する支援が充実 11 73.3% 3 20.0% 0 0.0% 1 6.7%

資格・技能を活かせる 5 33.3% 4 26.7% 3 20.0% 3 20.0%

時間に融通が利く 11 73.3% 4 26.7% 0 0.0% 0 0.0%

自宅から近い 7 46.7% 5 33.3% 3 20.0% 0 0.0%

人間関係が良い 9 60.0% 3 20.0% 3 20.0% 0 0.0%

重要ではない 全く重要ではない大変重要 重要

時給・給与が高い 25 61.0% 12 29.3% 4 9.8% 0 0.0%

正規の職員になれる 24 55.8% 12 27.9% 5 11.6% 2 4.7%

保育に関する支援が充実 3 8.8% 7 20.6% 15 44.1% 9 26.5%

資格・技能を活かせる 14 37.8% 10 27.0% 9 24.3% 4 10.8%

時間に融通が利く 23 53.5% 17 39.5% 3 7.0% 0 0.0%

自宅から近い 33 70.2% 12 25.5% 2 4.3% 0 0.0%

人間関係が良い 35 77.8% 10 22.2% 0 0.0% 0 0.0%

重要ではない 全く重要ではない大変重要 重要

時給・給与が高い 235 20.9% 235 20.9% 34 17.7% 21 18.6%

正規の職員になれる 198 17.6% 198 17.6% 21 10.9% 16 14.2%

保育に関する支援が充実 79 7.0% 79 7.0% 15 7.8% 13 11.5%

資格・技能を活かせる 76 6.8% 76 6.8% 8 4.2% 16 14.2%

時間に融通が利く 199 17.7% 199 17.7% 42 21.9% 12 10.6%

自宅から近い 157 14.0% 157 14.0% 33 17.2% 21 18.6%

人間関係が良い 181 16.1% 181 16.1% 39 20.3% 14 12.4%

ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ等正職員

大変重要 重要 大変重要 重要

時給・給与が高い 7 15.6% 4 18.2%

正規の職員になれる 8 17.8% 3 13.6%

保育に関する支援が充実 8 17.8% 2 9.1%

資格・技能を活かせる 4 8.9% 2 9.1%

時間に融通が利く 8 17.8% 3 13.6%

自宅から近い 5 11.1% 5 22.7%

人間関係が良い 5 11.1% 3 13.6%

正職員

大変重要 重要



23 

⑨ 求職または転職活動上の問題点【問 10】（複数回答あり） 

母子家庭や父子家庭、寡婦では、「特に問題はなかった」という回答が最も多くなっている

（38.5％、45.5％、40.2％）が、求職・転職上の問題点としては、母子家庭では「条件に合っ

た求人がない」20.6％、「自分の適職がわからない」15.4％などが挙がっている。寡婦では、「求

人や正規雇用がない（少ない）」20.6％、「自分の適職がわからない」17.1％などが挙がっている。 

 

（図表 49） 

 

回答数 母子：1,687 件、父子：66 件、寡婦：199 件 
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⑩ 仕事を探す際に利用した情報源【問 11】（複数回答あり） 

母子家庭では、「インターネット」が全体の 53.6％、「ハローワーク」が 33.9％、「友人・知人

の紹介」が 17.4％、「無料求人雑誌」が 15.1％となっている。 

父子家庭では、「インターネット」が全体の 34.8％、「ハローワーク」が 30.4％、「無料求人雑

誌」が 15.9％となっているが、「利用してない」が 30.4％と多くなっている。 

寡婦では、「ハローワーク」が全体の 38.6％、「友人・知人の紹介」が 32.6％、「無料求人雑誌」

が 17.6％となっている。 

 

（図表 50） 

 

 回答数 母子：1,837 件、父子：69 件、寡婦：233 件       
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⑪ 就労等に関して希望する施策【問 12】（複数回答あり） 

「正規雇用の拡充」（母子家庭 41.7％、父子家庭 41.8％、寡婦 64.9％）、「雇用側の配慮の促

進」（母子家庭 51.2％、父子家庭 41.8％、寡婦 43.3％）、「ひとり親の雇用促進する企業支援」

（母子家庭 41.8％、父子家庭 29.1％、寡婦 47.6％）、「資格取得支援の自立支援給付金の拡充」

（母子家庭 30.7％、父子家庭 29.1％、寡婦 44.6％）が多くなっている。 

 

（図表 51） 

 

 回答数 母子：1,741 件、父子：55 件、寡婦：231 件       
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⑫ 現在の就業形態における就労等の状況【問７の現在の就業形態と問 10、問 19、問 20 の本人 

の困りごとのクロス集計】 

現在の就業形態と求職・転職活動上の問題点のクロス集計から、全体に比べて、派遣社員では

「⑤条件にあった求人がない」「⑥求人や正規雇用がない（少ない）」「④自分の適職がわからない」

などが多く、働いていない方では「⑤条件にあった求人がない」「④自分の適職がわからない」「③

子どもの面倒を見てもらえない」などが多くなっている。 

 

（図表 52）現在の就業形態と求職・転職活動上の問題点のクロス集計 

 
回答数 正職員：781 件、派遣職員：106 件、パート・アルバイト：785 件、自営業など：77 件、 

家族従事者：6 件、内職・在宅ワーク：8 件、その他：39 件、働いていない：120 件  
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 現在の就業形態とひとり親になる前・なった後・現在の住まいのクロス集計から、全体に比べ

て、ひとり親になった後では、派遣社員とパート・アルバイトの「民間賃貸住宅」がやや多く、

現在では、派遣社員とパート・アルバイトの「府営住宅等」がやや多くなっている。 

 

（図表 53）現在の就業形態とひとり親になる前の住まいのクロス集計 

 
回答数 正職員：586 件、派遣職員：82 件、パート・アルバイト：1,011 件、自営業など：98 件、 

家族従事者：45 件、内職・在宅ワーク：28 件、その他：22 件、働いていない：535 件 
 
（図表 54）現在の就業形態とひとり親になった後の住まいのクロス集計 

 

回答数 正職員：896 件、派遣職員：117 件、パート・アルバイト：921 件、自営業など：110 件、 
家族従事者：8 件、内職・在宅ワーク：10 件、その他：52 件、働いていない：225 件 

 
（図表 55）現在の就業形態と現在の住まいのクロス集計 

 
回答数 正職員：899 件、派遣職員：119 件、パート・アルバイト：927 件、自営業など：113 件、 

家族従事者：8 件、内職・在宅ワーク：9 件、その他：53 件、働いていない：238 件  



28 

 現在の就業形態と本人の困りごとのクロス集計から、全体に比べて、正職員では「④家計（児

童扶養手当）」と「⑨家事」が、派遣職員やパート・アルバイトでは「⑦仕事（時給・給与）」

「⑧仕事（雇用が不安定）」が、相対的に比率が高くなっている。また、働いていない方では

「⑩健康」の比率が高くなっている。 

 

（図表 56）現在の就業形態と本人の困りごとのクロス集計 

 

回答数 正職員：566 件、派遣職員：79 件、パート・アルバイト：992 件、自営業など：89 件、 
家族従事者：44 件、内職・在宅ワーク：24 件、その他：22 件、働いていない：506 件 
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（３）資格・技能の状況 

 

① 今後取得したい資格・技能【問 13】（複数回答あり） 

母子家庭、父子家庭、寡婦いずれにおいても「パソコン」が多くなっている（24.5％、18.4％、

25.4％）が、「特になし」の回答が最も多い（35.7％、60.5％、41.4％）。 

 

（図表 57） 

 

回答数 母子：1,891 件、父子：76 件、寡婦：256 件 
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（４）収入と養育費の状況 

 

① 世帯の収入の種類【問 14】（複数回答あり） 

母子家庭では、「本人の就労による収入」が 91.6％で最も多く、次いで「児童扶養手当」（77.3％）、

「児童手当」（65.3％）となっている。また、「養育費」を受け取っている世帯は 23.1％で、「生

活保護費」を受けている世帯は 4.4％となっている。 

父子家庭でも、「本人の就労による収入」が 88.2％で最も多く、次いで「児童手当」（54.8％）、

「児童扶養手当」（53.8％）と、母子家庭と概ね同じ状況となっている。 

寡婦では、「本人の就労による収入」が 67.1％で最も多く、次いで「年金」が 47.5％となって

いる。 

 

（図表 58） 

 

   回答数 母子：2,046 件、父子：93 件、寡婦：343 件 
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② 年収（総収入）【問 15】 

母子家庭の母の年収は、「100～150 万円未満」が全体の 18.3％で最も多く、次いで「100

万円未満」が 17.9％、「200～250 万円未満」が 16.5％、「150～200 万円未満」が 15.7％

と、250 万円未満が 68.4％を占めている。 

父子家庭の父の年収は、「250～300 万円未満」が全体の 17.0％で最も多くなっているが、

「100～150 万円未満」で 13.6％、「100 万円未満」「350～400 万円未満」が同率で 12.5％

と収入にばらつきがみられる。 

寡婦の年収は、「150～200 万円未満」が全体の 21.4％で最も多く、次いで「100～150 万

円未満」が 17.6％となっており、200 万円未満の家庭でみると 52.5％を占めている。 

 

（図表 59） 

 
  回答数 母子：1,965 件、父子：88 件、寡婦：318 件 

 

③ 年収（就労収入）【問 15-2】 

就労による収入では、母子家庭は、「100 万円未満」が全体の 21.8％で最も多く、次いで「100

～150 万円未満」19.3％、「200～250 万円未満」16.1％、「150～200 万円未満」15.7％

と、250 万円未満が 72.9％を占めている。 

父子家庭では、「100 万円未満」「250～300 万円未満」が同率で全体の 17.6％で最も多い

が、「300～350 万円未満」「350～400 万円未満」が同率 13.2％、「100～150 万円未満」

が 8.8％、さらに「200～250 万円未満」が 7.4％と、各層にばらついている結果となっている。 

寡婦では、「150～200 万円未満」が全体の 17.8％で最も多く、次いで「100～150 万円未

満」が 17.0％、「100 万円未満」が 15.8％となっており、200 万円未満でみると 50.6％を占

めている。 

 

（図表 60） 

  
 回答数 母子：1,709 件、父子：68 件、寡婦：241 件   

列1 母子 父子 寡婦

100万円未満 17.9% 12.5% 13.5%

100～150万円未満 18.3% 13.6% 17.6%

150～200万円未満 15.7% 6.8% 21.4%

200～250万円未満 16.5% 5.7% 14.5%

250～300万円未満 10.8% 17.0% 10.7%

300～350万円未満 8.2% 11.4% 5.3%

350～400万円未満 4.5% 12.5% 6.6%

400～450万円未満 3.0% 10.2% 2.8%

450～500万円未満 1.6% 3.4% 2.5%

500～550万円未満 1.3% 2.3% 1.3%

550～600万円未満 0.8% 3.4% 2.2%

600万円以上 1.3% 1.1% 1.6%

列1 母子 父子 寡婦

100万円未満 21.8% 17.6% 15.8%

100～150万円未満 19.3% 8.8% 17.0%

150～200万円未満 15.7% 5.9% 17.8%

200～250万円未満 16.1% 7.4% 14.5%

250～300万円未満 9.3% 17.6% 11.2%

300～350万円未満 6.8% 13.2% 7.1%

350～400万円未満 3.5% 13.2% 6.2%

400～450万円未満 2.9% 7.4% 3.3%

450～500万円未満 1.5% 4.4% 2.9%

500～550万円未満 1.3% 2.9% 1.7%

550～600万円未満 0.9% 0.0% 1.2%

600万円以上 1.0% 1.5% 1.2%
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④ 貸付制度の利用状況【問 16】（複数回答あり） 

貸付制度の利用は、「ない」が母子家庭で 86.1％、父子家庭で 85.2％、寡婦で 71.1％を占め

ている。 

母子父子寡婦福祉資金の利用は、母子家庭で 5.0％、父子家庭で 0.0％、寡婦で 22.0％であり、

資金の種類としては、「修学資金」が最も多い（母子家庭 2.1％、父子家庭 0.0％、寡婦 16.2％）。 

 

（図表 61） 

 

回答数 母子：1,868 件、父子：81 件、寡婦：308 件 
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⑤ 養育費に関する相談【問 17】（複数回答あり） 

母子家庭では、「相談していない」が 54.1％と最も多く、次いで「親族」が 25.3％、「弁護士」

が 16.9％となっている。 

父子家庭では、「相談していない」が 71.8％と最も多く、次いで「親族」が 17.9％、「知人・

隣人」が 6.4％となっている。 

 

（図表 62） 

 

回答数 母子：1,943 件、父子：78 件 
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⑥ 養育費の取り決め状況【問 17-2】（複数回答あり） 

母子家庭では、「取り決めをしていない」が全体の 49.7％で、取り決めをしている場合は「口

頭または私的書面」18.2％、「公正証書等」16.6％、「家庭裁判所の調停」12.9％となっている。 

なお、令和 1 年調査と比べると、取り決めしていない家庭は、母子家庭で 51.4％から 49.7％、

父子家庭で 76.9％から 66.7％と減少しているが、依然として養育費の取り決めをしていない比

率は高い状況である。 

 

（図表 63）母子                            （図表 64）父子 

      

 

（図表 65）養育費の取り決め方法の変遷（前回調査との比較）（複数回答） 

 

 

⑦ 養育費の取り決めの履行状況【問 17-3】 

母子家庭では、「守られている」が全体の 49.2％、「一部守られていない」（17.9％）と「全く

守られていない」（32.9％）を加算すると、50.8％が養育費の取り決めをしても守ってもらえな

い状況となっている。 

 

（図表 66）母子    （図表 67）父子 

     
 

母子 父子 母子 父子

公正証書等 16.0% 5.5% 16.6% 7.2%

口頭又は私的書面 15.9% 8.8% 18.2% 18.8%

家庭裁判所の調停 14.7% 5.5% 12.9% 5.9%

裁判による判決 2.0% 3.3% 2.6% 1.4%

取り決めしていない 51.4% 76.9% 49.7% 66.7%

前回調査（R1） 今回調査（R5）

回答者 1,879 件 

回答者 69 件 

回答者 1,052 件 回答者 28 件 
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⑧ 養育費の取り決めが守られていないことに対する行動【問 17-4】（複数回答あり） 

母子家庭、父子家庭のいずれも、「何もしていない」が一番多く、全体の 69.1％、82.4％にの

ぼっている。一方、行動を取ったものの手段は、「相手方と協議」が最も多い（16.0％、17.6％）

が、「法的措置をとる」（3.2％、0.0％）、「相談機関・窓口に相談」（1.7％、0.0％）と少数とな

っている。 

 

（図表 68） 

 

回答数 母子 631 件、父子：17 件 

 

⑨ 養育費の取り決めが守られていないことに対して何も行動していない理由【問 17-5】 

（複数回答あり） 

母子家庭では、「相手と関わりたくない」が 66.9％と最も多く、次いで「相手と交渉が煩わし

い」が 32.1％、「相手に支払う意思がなくなった」24.6％、「相手に支払う資力がなくなった」

21.8％となっている。 

父子家庭では、「相手と関わりたくない」が 56.3％と最も多く、次いで「相手に支払う意思が

なくなった」37.5％、「相手と交渉が煩わしい」、「相手に支払う資力がなくなった」が 31.3％と

なっている。 

 

（図表 69） 

 
回答数 母子 602 件、父子：16 件  
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⑩ 養育費の受給状況【問 17-6】 

母子家庭では、「養育費を受け取っている」が全体の 28.9％、「時々受け取っている」が 3.4％

で、合計 32.3％である。 

父子家庭では、「養育費を受け取っている」が全体の 9.0％となっている。 

 

（図表 70） 

 
 回答数 母子：1,835 件、父子：67 件 

 

（図表 71）養育費受給の有無の変遷（前回調査との比較） 

 
 

⑪ 養育費の受給額【問 17-6】 

母子家庭では、受給額「３万円以上６万円未満」が 46.1％で最も多く、次いで「３万円未満」

22.6％、「６万円以上９万円未満」18.7％となっている。 

 

（図表 72）母子 

        

  

母子 父子 母子 父子

受け取っている（時々含む） 21.8% 4.5% 32.3% 9.0%

受け取っていない 78.2% 95.5% 67.6% 91.0%

前回調査（R1） 今回調査（R5）

回答者 460 件 
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⑫ 養育費を受け取っていない理由【問 17-7】（複数回答あり） 

母子家庭では、「相手と関わりたくない」が全体の 54.4％で最も多く、次いで「相手に支払う

意思がなかった」が 40.8％、「相手に支払う資力がなかった」が 29.3％となっている。 

父子家庭では、「相手と関わりたくない」が全体の 50.8％で最も多く、次いで「相手に支払う

資力がなかった」が 36.5％、「相手との交渉が煩わしかった」が 22.2％となっている。 

 

（図表 73） 

 
回答数 母子：1,284 件、父子：63 件 
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⑬ 面会交流に関する相談【問 18】（複数回答あり） 

母子家庭では、「相談していない」が 69.8％と最も多く、次いで「親族」が 14.5％、「弁護士」

が 12.5％となっている。 

父子家庭では、「相談していない」が 73.2％と最も多く、次いで「弁護士」が 12.7％、「親族」

「家庭裁判所」が 7.0％となっている。 

 

（図表 74） 

   

回答数 母子：1,883 件、父子：71 件 
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⑭ 面会交流の取り決め状況【問 18-2】 

母子家庭では、「取り決めをしている」が全体の 36.9％で、そのうち「文書あり」が 64.1％、

「文書なし」が 35.9％となっている。 

父子家庭では、「取り決めをしている」が全体の 32.9％で、そのうち「文書あり」が 70.8％、

「文書なし」が 29.2％となっている。 

 

（図表 75）取り決め状況 

 
回答数 母子：1,832 件、父子：73 件 

（図表 76）取り決め文書の有無 

 
回答数 母子：676 件、父子：24 件 

 

⑮ 面会交流の取り決めをしていない理由【問 18-3】（複数回答あり） 

 母子家庭では、「相手と関わりたくない」が全体の 42.6％で最も多く、次いで「相手が面会交

流を希望しない」が 22.9％、「養育費を支払わない又は支払えない」が 20.5％となっている。 

父子家庭では、「相手と関わりたくない」が全体の 36.7％で最も多く、次いで「取り決めをし

なくても交流できる」が 28.6％、「交渉が煩わしい」が 18.4％となっている。 

   

（図表 77） 

 

回答数 母子：1,173 件、父子：49 件  
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⑯ 面会交流の実施状況【問 18-4】（複数回答あり） 

母子家庭では、「現在行っている」が 29.7％となっている。 

父子家庭では、「現在行っている」が 41.7％となっている。 

（図表 78）母子    （図表 79）父子 

              

⑰ 面会交流の頻度【問 18-5】 

母子家庭では、「月１回以上２回未満」が 28.9％で最も多い。 

父子家庭では、「月２回以上」が 37.8％で最も多い。 

（図表 80） 

 
回答数 母子：776 件、父子：37 件 

⑱ 面会交流を行っていない理由【問 18-6】（複数回答あり） 

 母子家庭では、「相手が交流を求めてこない」が全体の 44.0％で最も多く、次いで「子どもが

会いたがらない」が 34.2％、「養育費を支払わない」が 32.1％となっている。 

父子家庭では、「相手が交流を求めてこない」が全体の 33.3％で最も多く、次いで「子どもが

会いたがらない」が 30.6％、「交流により」が 19.4％となっている。 

（図表 81） 

 

回答数 母子：1,060 件、父子：36 件  

列1 母子 父子

月2回以上 15.3% 37.8%

月1回以上2回未満 28.9% 32.4%

2～3月に1回以上 18.8% 2.7%

4～6月に1回以上 8.4% 2.7%

1年に1回以上 14.9% 8.1%

その他 13.7% 16.2%

回答者 1,766 件 回答者 67 件 
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⑲ 面会交流と養育費の関係について【問 17-2 と問 18-2 のクロス集計、問 18-4 と問 17-6 

のクロス集計】 

 

面会交流の取り決めがある場合、養育費の取り決めについてもあると回答された割合が 84.3％

となっている。 

面会交流の取り決めがない場合、養育費の取り決めについてもないと回答された割合が 69.3％

となっている。 

 

（図表 82）面会交流における取り決めと養育費に関する取り決めの関係 

 

回答数 面会交流の取り決めあり：693 件、面会交流の取り決めなし：1,133 件 

 

 

面会交流を行っていない場合、養育費を受け取っていないと回答された割合は、79.6％となっ

ている。 

 

（図表 83）面会交流の実施と養育費の受け取り状況の関係 

 

回答数 面会交流を行っていない：987 件、面会交流を過去に行っていた：218 件、 

面会交流を現在行っている：534 件 
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（５）住居の状況 

 

① ひとり親家庭になる前の住まい、なった後の住まい、現在の住まい【問 19】 

母子家庭では、母子家庭となったために、「持ち家等」を一旦出ることとなり、「民間賃貸住宅」

（42.6％）、あるいは「親等の家に同居」（24.4％）に居住するケースが多く、経年とともに、「持

ち家等」（24.6％）、「府営住宅等」（11.0％）への入居率が上昇する傾向が見られる。 

父子家庭では、父子家庭になる前は「持ち家等」（54.4％）に住む人が最も多く、父子家庭とな

ったために「親等の家に同居」（25.0％）する傾向が見られる。 

 

（図表 84）住まいの変化（母子） 

   

回答数 なる前：1,985 件、なった後：1,971 件、現在：1,961 件 

 

（図表 85）住まいの変化（父子） 

   

回答数 なる前：90 件、なった後：88 件、現在：87 件 

 

（図表 86）住まいの変化（寡婦） 

   

回答数 なる前：368 件、なった後：364 件、現在：370 件  
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② １ヶ月の家賃【問 19-2】 

母子家庭では、「５～７万円未満」を支払っている家庭が全体の 42.1％で最も多く、次いで「7

～9 万円未満」が 14.7％となっており、5～9 万円未満でみると 56.8％を占めている。 

父子家庭では、「５～７万円未満」を支払っている家庭が全体の 32.3％で最も多く、次いで「７

～９万円未満」が 22.6％となっており、５万円以上でみると 71.0％を占めている。 

寡婦では、ばらつきが見られ、５万円以上を支払っている家庭は、48.4％となっている。 

 

（図表 87） 

 

回答数 母子：1,094 件、父子：31 件、寡婦：130 件 

 

③ 住居を探すときや入居のときの困りごと【問 19-3】（複数回答あり） 

母子家庭では、「家賃が高い」が全体の 59.6％と最も多く、次いで、「希望の場所に物件がない」

32.0％となっている。 

父子家庭では、「特に困ったことはない」が全体の 57.9％と最も多く、次いで、「家賃が高い」

29.8％となっている。 

寡婦の場合は、「家賃が高い」が全体の 48.0％で、「府営住宅等に中々入れない」が 24.7％で

あった。 

 

（図表 88） 

   
回答数 母子：1,664 件、父子：57 件、寡婦：227 件  

列1

5千円未満 36 3.3% 2 6.5% 2 1.5%

5千円～1万円未満 20 1.8% 1 3.2% 2 1.5%

1万円～2万円未満 63 5.8% 1 3.2% 7 5.4%

2万円～3万円未満 86 7.9% 0 0.0% 14 10.8%

3万円～4万円未満 88 8.0% 1 3.2% 23 17.7%

4万円～5万円未満 145 13.3% 4 12.9% 19 14.6%

5万円～7万円未満 461 42.1% 10 32.3% 43 33.1%

7万円～9万円未満 161 14.7% 7 22.6% 15 11.5%

9万円以上 34 3.1% 5 16.1% 5 3.8%

寡婦父子母子
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（６）生活全般及び制度等の認知・利用状況 

 

① 本人の困りごと【問 20】（複数回答あり） 

母子家庭では、「家計（就労収入が少ない）」が全体の 50.8％と最も多く、次いで「仕事（時給・

給与が低い）」（34.3％）、「住居（家賃が高い）」（26.7％）、となっている。 

父子家庭でも、「家計（就労収入が少ない）」が全体の 32.2％と最も多く、次いで「仕事（時給・

給与が低い）」（25.3％）と母子家庭と同様の傾向がみられる。また、「家事」が 27.6％と割合が

高くなっている。 

寡婦では、「健康」が全体の 31.4％で最も多く、次いで「医療費が高い」（27.2％）、「家計（就

労収入が少ない）」25.4％となっている。 

 

（図表 89） 

   
回答数 母子：1,945 件、父子：87 件、寡婦：338 件 
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② 子どものことでの困りごと【問 20】（複数回答あり） 

母子家庭の母が子どものことで悩んでいるのは、「教育・進学（経済的理由）」が全体の 49.9％

と最も多く、次いで「教育・進学（その他理由）」22.3％、「しつけ」19.2％となっているが、「特

に悩みはない」も 26.2％となっている。 

父子家庭の父が子どものことで悩んでいるのは、母子家庭と同様に「教育・進学（経済的理由）」

が全体の 40.0％と最も多く、次いで、「しつけ」（28.2％）、「食事・栄養」（23.5％）、「教育・進

学（その他理由）」（15.3％）と続いているが、「特に悩みはない」も 28.2％ある。 

寡婦では、「特に悩みはない」が全体の 45.5％で最も多く、次いで「健康」（22.3％）、「結婚問

題」（16.7％）、「就職」（14.8％）となっている。 

 

（図表 90） 

   
回答数 母子：1,942 件、父子：85 件、寡婦：264 件 

 

不安やイライラなどの感情を子どもに向けてしまうことがあるかについて、母子家庭では「時々

ある」が 48.4％、「ほとんどない」が 29.0％となっている。 

父子家庭では、「ない」が 34.1％、「時々ある」及び「ほとんどない」が 28.2％となっている。 

 

（図表 91）不安やイライラなどの感情を子どもに向けてしまうことがあるか【問 21】 

   
回答数 母子：1,924 件、父子：85 件、寡婦 306 件  
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③ 困ったことがあるときの相談先【問 23】（複数回答あり） 

相談相手として最も多いのは、母子家庭、父子家庭、寡婦ともに「家族・親戚」（73.2％、69.0％、

64.1％）となっており、次いで「友人・知人」（54.3％、45.2％、50.6％）となっている。ま

た、「相談先がない」については、母子家庭で 10.2％、父子家庭で 11.9％、寡婦で 6.0％の回答

がある。 

 

（図表 92） 

   
回答数 母子：1,914 件、父子：84 件、寡婦：348 件   
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④ 施設や制度等の認知及び利用状況、利用意向【問 22】（複数回答あり） 

相談窓口となる公的な施設や支援制度について、ほとんどの項目で「知らない」が大半を占めて

おり、また、「利用したことがある」が１割以下であるものが多数を占めている。 

 

（図表 93）施設・制度の認知及び利用状況 

 

回答数 上の項目から、2,079 件、2,096 件、2,074 件、2,069 件、2,058 件、2,080 件、2,074 件、2,062 件、 
2,050 件、2,074 件、2,076 件、2,046 件、2,051 件、2,096 件、2,061 件、2,063 件、2,050 件、 
2,066 件、2,055 件、2,060 件、2,075 件、2,085 件、2,082 件、2,089 件  
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施設や制度を今後（も）利用したい意向は、母子家庭では、「ひとり親家庭自立支援教育訓練給

付金」が全体の 29.5％と最も多くなっており、次いで、「マザーズハローワーク・マザーズコー

ナー」24.9％、「ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金」23.1％となっている。 

父子家庭では、「母子・父子自立支援プログラム策定事業」、「生活困窮者自立支援制度」が全体

の 23.1％で最も多くなっている。 

寡婦では、「大阪府立母子・父子福祉センター」が全体の 38.3％と最も多くなっている。 

 

（図表 94）施設・制度の利用意向 

 
回答数 母子：567 件、父子 13 件、寡婦 47 件  
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⑤ 施設や制度等の情報入手源【問 22-2】（複数回答あり） 

母子家庭、父子家庭では、「市役所・役場」が最も多くなっている（42.1％、43.8％）。 

寡婦で、「母子寡婦福祉会」が全体の 41.8％で最も多くなっている。 

 

（図表 95） 

 

回答数 母子：1,759 件、父子：48 件、寡婦：402 件 

 

⑥ 施設や制度等の利用に際して望むこと【問 22-3】（複数回答あり） 

母子家庭、父子家庭、寡婦のいずれにおいても、「相談体制の拡充」（51.4％、50.8％、65.0％）

と「相談窓口開設時間の拡充」（51.5％、55.9％、43.3％）の回答が多くなっている。 

 

（図表 96） 

 

回答数 母子：1,647 件、父子：59 件、寡婦：300 件  
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⑦ 自立や生活の安定のために望む支援策【問 24】（複数回答あり） 

母子家庭では、「年金・児童扶養手当の拡充」が全体の 58.9％で最も多く、次いで「就学援助

の拡充」（56.0％）、「医療費負担の軽減」（28.0％）となっている。 

父子家庭では、「年金・児童扶養手当の拡充」が全体の 60.9％で最も多く、次いで「就学援助

の拡充」（52.2％）、「児童扶養手当の要件緩和」「医療費負担の軽減」（29.0％）となっている。 

寡婦では、「医療費負担の軽減」が全体の 67.2％で最も多く、次いで「年金・児童扶養手当の

拡充」（52.1％）、「正規雇用での就労機会の拡充」（36.9％）となっている。 

 

（図表 97） 

 

回答数 母子：1,821 件、父子：69 件、寡婦：317 件  
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（７）自由記載 

 

 自由記載欄には 736 名から 972 件の意見があり、それらを分類すると以下のとおりであっ

た。（複数回答あり） 

 

【経済的支援】370 件  

・ 児童扶養手当の金額や所得制限等の要件や、窓口申請等の手続きの見直し。 

・ 児童扶養手当が終了した後の子どもの大学等費用の負担が大きく、医療費にまで支出を回

せない等から、児童扶養手当やひとり親医療費制度の大学卒業時までの延長。 

・ 所得税法上の寡婦控除の延長や離別の者も含める等の要件の見直し。 

・ 仕事を頑張り少し収入が増えると、税金が上がり、児童扶養手当等が減額されるなど支援

を受けられなくなるため、自立に向けた制度との矛盾を感じる。 

・ 不正な手当等の受給への対策を徹底してほしい。 

・ 年金生活への不安や年金の拡充。 

 

【生活面への支援】194 件 

・ 公営住宅への優先入居や設備の改修。 

・ ひとり親家庭等への家賃補助など、住居確保への支援。 

・ 子どもの大学進学等の就学援助の拡充。 

・ 子どもの塾や習い事等への支援。 

・ 未就学児や小学校就学児への病児保育や一時預かり等の預かり先の拡充。 

・ 障がいをもつ子どもを抱えたひとり親家庭への相談窓口等。 

 

【就業支援】82 件 

・ 正規雇用の必要性は感じるが、子どもの保育問題や小学校の就学時の預け先など、子育て

と仕事の両立の都合上、正規雇用に就けない。 

 

【相談機能の充実】58 件 

・ 施設や制度をわかりやすく周知してほしい。 

・ 市役所や支援窓口等の土日休日や夜間の窓口対応をしてほしい。 

 

【養育費の確保、面会交流の支援】26 件 

・ 養育費の公正証書作成後の未払いの解消等の養育費確保に向けた取組の推進。 

 

【人権尊重の社会づくり】3 件 

・ 職場や周囲の人からの偏見。 

 

【その他】239 件 

・ 物価高により生活が苦しい。 

・ 老後が不安。 

・ 寡婦への支援を希望。 

・ 自己の決意や国や自治体の支援への感謝など。 
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（８）調査結果のまとめ 

 

Ⅰ. 回答者の状況 

今回実施した調査は、第五次自立促進計画の策定にあたり、ひとり親家庭及び寡婦の方々の状

況やニーズを把握し、その結果に基づき、今後の支援のあり方や施策の方向性を計画に位置付け

ることを目的とするものである。 

調査項目については、「第四次大阪府母子家庭等自立促進計画」の策定にあたり、令和元年に実

施したアンケート調査（以下「前回調査」という。）をもとに、一部新たな項目を追加し、それぞ

れの結果を比較することにより、現状における課題等を把握することとした。 

今回の調査では、9,700 部をそれぞれの世帯にお願いして実施した。全回収数は 2,649 部で、

有効回答数は、2,605 部、回収率は 26.9％であった。内訳は、母子家庭の母 2,112 部、父子家

庭の父は 101 部、寡婦は 392 部となった。 

回答者の年齢層をみると、母子家庭では「40～44 歳」、父子家庭では「45～49 歳」が最も多

く、それぞれ 50 歳未満が全体の約８割を占めている。寡婦では、「65 歳以上」が全体の 45.4％

を占めている。 

母子家庭や父子家庭となった理由は、「離婚」によるものが約８割であった。離婚原因について

は、母子家庭、父子家庭ともに「性格の不一致」が最も多く、前回調査も同様の傾向となっている。 

 

Ⅱ. 就業及び資格・技能の状況 

母子家庭の就業状況をみると、母子家庭になる前となった後では、「働いていない」割合が

20.1％から 4.3％と大幅に減少する一方で、「パート・アルバイト・臨時職員等」が 45.8％から

53.5％に、「正規の職員・従業員」では 24.2％から 30.5％に増加している。また、現在では、

９割以上の方が就業しており、その就業形態は「正規の職員・従業員」が 39.7％、「パート・ア

ルバイト・臨時職員等」が 41.6％と、前回調査とほぼ同様の傾向である。 

また、現在働いている母子家庭で転職を希望する方が 25.5％あり、転職希望者の 70.3％が「正

規の職員・従業員」を希望し、「時間に融通が利く」「給与が高い」ことを重視している。 

一方、父子家庭の就業状況をみると、父子家庭になる前となった後では、「正規の職員・従業員」

が55.9％から48.4％と減少する一方で、「パート・アルバイト・臨時職員等」が 6.5％から14.3％

に増加している。父子家庭になる前から現在にわたり、「正規の職員・従業員」が最も多く、次い

で「自営業」、「パート・アルバイト・臨時職員等」となっており、この点においては母子家庭と状

況が異なっている。 

ひとり親になった際に 22.5％が転職し、その際に「時間に融通が利く」「自宅から近い」こと

を重視している。また、現在の仕事の勤続年数は「10 年以上」が 50.0％と最も多く、母子家庭

の 18.1％に比べると継続して就業している状況にある。 

次に、今後取得したい資格・技能については、母子家庭、父子家庭ともに「パソコン」が最も多

く、その他の資格についても一定のニーズがあるが、母子家庭・父子家庭・寡婦とも「特になし」

の回答が目立っている。 

 

Ⅲ. 収入と養育費、面会交流の状況 

母子家庭の総収入は、「就労収入」が 91.6％と最も多く、次いで「児童扶養手当」77.3％、「児

童手当」65.3％の受給であり、これは父子家庭においても、ほぼ同様の構成となっている。また、

寡婦では、「就労収入」が 67.1％に次いで「年金」が 47.5％と多くなっている。 

就労収入でみると、母子家庭では、250 万円未満が 68.4％となっており、前回調査の 76.3％

と比較すると改善傾向にはあるが、就労しているものの低賃金で不安定な雇用条件にあり、依然

として厳しい状況は続いている。 

一方、父子家庭の就労収入は、250 万円未満が 38.6％となっているが、250 万円以上の各層

においても一定数分布があることから、母子家庭に比べると比較的安定した状態にあるものと考

えられる。 

次に、養育費については、相談状況として、母子家庭、父子家庭ともに「相談していない」が最

も多いが、相談した場合は「親族」への相談が最も多くなっている。 
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母子家庭で、「取り決めをしていない」が 49.7％、「取り決めが全く（一部）守られてない」が

50.8％、「取り決めが守られていないことに対して何もしていない」が 69.1％、「受け取ってい

ない」が 67.6％で、それぞれ前回調査 51.4％、50.4％、69.7％、78.2％よりも概ね改善傾向

ではあるが、依然として養育費の受給状況は厳しい状況である。 

なお、受け取っていない理由としては、「相手と関わりたくない」が母子家庭（54.4％）、父子

家庭（50.8％）で最も多くなっており、前回調査で最も多かった項目が母子家庭では「相手に支

払う意思がなかった」（48.9％）、父子家庭では「相手に支払う資力がなかった」（38.3％）であ

ったことに比べると傾向に変化が出ている。 

次に、面会交流については、養育費と同様に、相談状況として、母子家庭、父子家庭ともに「相

談していない」が最も多いが、相談した場合は「親族」への相談が最も多くなっている。 

母子家庭、父子家庭の取り決め状況については、「取り決めをしている」が母子家庭で 36.9％、

父子家庭で 32.9％と、前回調査よりは改善したものの、約３割と低く、実施状況については「現

在行っている」が母子家庭で 29.7％、父子家庭で 41.7％と前回調査より減少している。 

なお、面会交流を行っていない理由としては、「相手が交流を求めてこない」が母子家庭

（44.0％）、父子家庭（33.3％）で最も多くなっている。 

なお、面会交流と養育費の関係をみると、面会交流の取り決めがある場合は養育費の取り決め

がある割合が高くなっており、また、面会交流を現在行っている場合は養育費を受け取っている

割合が養育費を受けて取っていない割合より高くなっている。 

 

Ⅳ. 住居の状況 

母子家庭では、母子家庭となったため、「持ち家等」を一旦出ることとなり、「民間賃貸住宅」に

居住、あるいは「親等の家に同居」するケースが多い。年数とともに「持ち家等」「府営住宅等」

への入居率が上昇する傾向が見られる。 

父子家庭では、「持ち家等」に住む人が最も多く、父子家庭となったことにより「親等の家に同

居」する傾向が見られる。 

また、寡婦は年数とともに「民間賃貸住宅」に住む率が減少し、「府営住宅等」「持ち家等」に住

む人が増加する傾向が見られる。 

なお、現在、賃貸で居住とした方の１ヶ月の家賃は「５～７万円」が母子家庭（42.1％）、父子

家庭（32.3％）、寡婦（33.1％）ともに最も多く、これに対し、入居の時の困りごとについても

「家賃が高い」が母子家庭、寡婦において最も多い状況にある。 

 

Ⅴ. 生活全般及び制度等の認知・利用状況 

母子家庭では、本人の困りごととして「家計（就労収入が少ない）」が一番多く、次いで「仕事

（時給・給与が低い）」、「住居（家賃）」となっている。また、子どものことでの困りごとにおいて

は「教育・進学」「しつけ」が多い状況にある。 

一方、父子家庭においても同様の困りごとが多く見受けられるが、本人の困りごとでは「家事」

が母子家庭より多く、また、子どものことでの困りごとでも「食事・栄養」が多くなっている。 

また、寡婦においては、本人の困りごとでは「健康」が最も多く、次いで「医療費が高い」とな

っており、また、子どもの困りごとでは「健康」、「結婚問題」と続いているが、半数程度が「特に

悩みはない」と回答している。 

困ったことがあるときの相談先については、母子家庭、父子家庭、寡婦とも、「家族・親戚」が

最も多く、次いで「友人・知人」が多くを占めており、これは前回調査とほぼ同様の結果となって

いる。なお、「相談先がない」と回答した割合も、前回調査と同様に一定数あり、公的な相談窓口

である「市役所・役場」の割合は増加しているが、「母子・父子自立支援員」「母子父子福祉推進委

員」の割合が依然として低い状況にある。 

相談窓口となる公的な施設や制度について、ほとんどの項目で「知らなかった」が大半を占め、

また、「利用したことがある」が１割以下のものが多数を占めている。 

施設に制度等の利用に際して望むこととしては、「相談体制の拡充」、「相談窓口開設時間の拡充」

がそれぞれ約５割あり、全体に占める割合が多くなっている。 

また、自立や生活安定のために望む支援策として、母子家庭では、「年金・児童扶養手当の拡充」
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（58.9％）が最も多く、次いで「就学援助の拡充」（56.0％）、「医療費負担の軽減」（28.0％）

となっている。父子家庭でも、「年金・児童扶養手当の拡充」（60.9％）、「就学援助の拡充」（52.2％）

と続いており、次いで「児童扶養手当の要件緩和」「医療費負担の軽減」（いずれも 29.0％）とな

っている。寡婦では、「医療費負担の軽減」（67.2％）が最も多い。なお、これら項目については、

本調査の自由意見においても、期待する支援策として多数同様のご意見をいただいている。 

 

Ⅵ. まとめ 

母子家庭については、就業状況では、前回調査に比べると、働いている方の割合は微増してお

り、９割以上が働いている。「正規の職員・従業員」の割合についても微増しているが、「パート・

アルバイト・臨時職員等」の割合が依然として高く、就労収入も 200 万円未満が前回調査の約７

割と比較すると約６割へ改善してはいるものの、厳しい状況にある。養育費についても約半数が

取り決めをしておらず、半数以上が受け取っていないといった状況である。 

また、困りごととして、本人では「家計（就労収入）」や「仕事（時給・給与が低い）」、「住居（家

賃）」、子どものことでは「教育、進学（経済的理由）」等が上位を占めており、期待する支援策と

しては、「年金・児扶手の拡充」「就学援助の拡充」の回答が多くなっている。 

一方、父子家庭については、父子家庭となる前から正職員や自営業で就業していた方が多く、母

子家庭に比べ勤務が継続している状況にあり、就労収入も高くなっている。 

しかし、困りごととして、母子家庭と同様に「家計（就労収入）」や「教育、進学（経済的理由）」

が最も高くなっていることに加えて、本人では「家事」、子どものことでは「食事・栄養」が多く

なっている。 

寡婦については、困りごととして、「健康」や「医療費が高い」が多くなっており、期待する支

援策として「医療費負担の軽減」が多くなっている。 
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（９）アンケート調査票 
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